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平成29年6月末現在
247万1,458人

昭和60年12月末現在
85万612人

※ 各年末現在。平成２３年までは外国人登録者数。平成２４年以降は，在留外国人数。

昭和 平成

人

在留外国人数の推移
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在留外国人の在留資格・国籍別内訳 ( 平 成 2 ８ 年 末 )
法 務 省

Ministry of Justice

在留外国人数（総数） 238万2,822人
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永住者

72万7,111人

30.5%

特別永住者

33万8,950人

14.2%
留学

27万7,331人

11.6%

技能実習

22万8,588人

9.6%

定住者

16万8,830人

7.1%

技術・人文知識・

国際業務

16万1,124人 6.8%

家族滞在

14万9,303人

6.3%

日本人の配偶者等

13万9,327人

5.8%

特定活動

4万7,039人

2.0%

技能

3万9,756人

1.7%

その他

10万5,463人

4.4%

中国

69万5,522人

29.2%

韓国

45万3,096人

19.0% 
フィリピン

24万3,662人

10.2% 

ベトナム

19万9,990人

8.4% 

ブラジル

18万,923人

7.6% 

ネパール

6万7,470人

2.8% 

米国

5万3,705人

2.3% 

台湾

5万2,768人

2.2% 

ペルー

4万7,740人

2.0% 

タイ

4万7,647人

2.0% その他

34万0,299 人
14.3%

在留資格別 国籍・地域別



身分・地位に基づく在留資格に係る在留外国人の推移

【入管法別表２の在留外国人数】
平成１９年末 ９３万７，１６５人
平成２４年末 ９７万４，７８０人
平成２８年末 １０６万６，２４０人

（１９年末比 １３．８％増，２４年末比 ９．４％増）
⇒ 在留外国人の４４．７％

【永住者の在留外国人数】
平成１９年末 ３９万４，４７７人
平成２４年末 ６２万４，５０１人
平成２８年末 ７２万７，１１１人

（１９年末比 ８４．３％増，２４年末比 １６．４％増）
⇒ 在留外国人の３０．５％

394,477
(18.9%) 

624,501
(30.7%) 

655,315
(31.7%) 

677,019
(31.9%) 

700,500
(31.4%) 

727,111
(30.5%) 

260,955
(12.5%)

162,332
(8.0%) 

151,156
(7.3%) 

145,312
(6.8%) 

140,349
(6.3%) 

139,327
(5.8%) 

12,897
(0.6%) 

22,946
(1.1%) 

24,649
(1.2%) 

27,066
(1.3%) 

28,939
(1.3%) 

30,972
(1.3%) 

268,836
(12.9%) 

165,001 
(8.1%)

160,391
(7.8%) 

159,596
(7.5%) 

161,532
(7.2%) 

168,830
(7.1%) 
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平成18年度末 平成24年度末 平成25年度末 平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末

定住者

永住者の配偶者

日本人の配偶者

永住者

（人）

法 務 省
Ministry of Justice

（ ）内の数値は在留外国人全体に占める割合

平成19年末 平成25年末 平成26年末 平成27年末 平成28年末平成24年末

１０６万６，２４０人
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専門的・技術的
分野の外国人

上記以外の
分野の外国人

様々な検討を要する

積極的に受入れ

我が国の経済社会の活性化や一層の国際化を図る観点から、専門的、
技術的分野の外国人労働者の受入れをより積極的に推進
（第９次雇用対策基本計画（閣議決定））

・我が国の経済社会と国民生活に多大な影響を及ぼすこと等から、国民
のコンセンサスを踏まえつつ、十分慎重に対応
（第９次雇用対策基本計画（閣議決定））

・経済・社会基盤の持続可能性を確保していくため、真に必要な分野に
着目しつつ、外国人材受入れの在り方について、総合的かつ具体的な
検討を進める。このため、移民政策と誤解されないような仕組みや国
民的なコンセンサス形成の在り方などを含めた必要な事項の調査・検
討を政府横断的に進めていく。
（未来投資戦略２０１７（閣議決定））

外国人労働者の受入れ

現在の基本的な考え方

法 務 省
Ministry of Justice
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高度外国人材の更なる呼び込み
起業家や高度外国人材の更なる呼び込みに向け、「Open for Professionals」のスローガンの

下、高度外国人材の在留資格認定申請を原則10業務日以内に審査する「高度外国人材ビザ・ファス
トトラック」、外国人研究者・技術者等が、出張で来日する際の在留資格の取得に当たって、在留資
格に係る「本邦の公私の機関との契約」の解釈などの周知を含む我が国の入管制度等について，国内
外に向け積極的な広報活動を行う。

グローバル展開する本邦企業における外国人従業員の受入れ促進
小売業において、当該事業所管大臣の関与の下、企業グループ内での短期間転勤、技術等の修得を

行うことを可能とするため、「製造業外国従業員受入事業」の仕組みを参考とした制度について、本
年度内の開始に向けて具体的な制度設計を行う。

建設及び造船分野における外国人材の活用
2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会関連施設整備等による当面の一時的な建設需

要の増大に対応するため、緊急かつ時限的措置（2020年度で終了）として、即戦力となり得る外国
人材の活用促進を図っている。現行制度では、関連工事が引き続き行われることが見込まれる2018
年度以降に入国して外国人建設就労者となる者が減少する恐れがあるため、施工体制の更なる充実の
ため運用を見直す。

在留資格手続の円滑化・迅速化等のための在留管理基盤の強化
外国人材の受入れを一層進めるに当たって、平成30年度からオンライン化を含めた新しい在留資

格手続を開始するべく、所要の準備を進めるなどし、在留資格審査の大幅な円滑化及び迅速化を実現
する。そのため、在留管理基盤の強化に向けて、行政手続簡素化の原則も踏まえ、各種識別番号の活
用の在り方など、外国人の就労状況を正確かつ迅速に把握するための方策を検討する。

外国人材の活用

未来投資戦略2017（平成２９年６月９日閣議決定）
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94,769
(19.5%) 

112,251
(19.9%) 

123,342
()19.0% 5,939

(0.9%) 
6,763
(1.0%) 

7,735
(1.1%) 

9,475
(1.2%) 

12,705
(1.4%) 

18,652
(1.7%)

11,026
(1.7%) 130,116

(19.0%) 
134,228

(19.7%) 

136,608
(19.9%) 

145,426
(18.5%) 

168,296
(18.5%) 

211,108
(19.5%) 84,878

(17.5%) 

100,309
(17.8%) 

110,586
(17.0%) 

120,888
(17.6%) 

124,259
(18.2%) 

132,571
(18.5%) 

147,296
(18.7%) 

167,301
(18.4%) 

200,994
(18.5%) 

70,833
(14.6%) 

96,897
(17.2%) 

108,091
(16.6%) 

109,612
(16.0%) 

108,492
(15.9%) 

121,770
(17.0%) 

146,701
(18.6%) 

192,347
(21.2%) 

239,577
(22.1%) 

223,820
(46.0%) 

253,361 
(45.0%)

296,834 
(45.7%)

319,622
(46.6%) 

308,689
(45.2%) 

318,788
(44.4%) 

338,690
(43.0%) 

367,211
(40.4%) 

413,389 
(38.1%)

0
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20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年

108万3,769人

48万6,398人

平成

我が国における外国人労働者数の推移

（人）

※ 厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況まとめ」に基づく集計（各年１０月末現在の統計）
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■身分に基づく在留資格 ■技能実習
■資格外活動 ■特定活動
■専門的・技術的分野の在留資格 ■不明

68万6,246人

法 務 省
Ministry of Justice



①就労目的で在留が認められる者 約20.1万人
(いわゆる「専門的・技術的分野」）
・一部の在留資格については、上陸許可の基準を「我が国の産業及び国民生活に与え
る影響その他の事情」を勘案して定めることとされている。

②身分に基づき在留する者 約41.3万人
(｢定住者｣（主に日系人）、「永住者」、「日本人の配偶者等」等)
・これらの在留資格は在留中の活動に制限がないため、様々な分野で報酬を受ける活
動が可能。

④特定活動 約1.9万人
（ＥＰＡに基づく外国人看護師・介護福祉士候補者、ワーキングホリデー等）
・「特定活動」の在留資格で我が国に在留する外国人は、個々の許可の内容により
報酬を受ける活動の可否が決定。

⑤資格外活動（留学生のアルバイト等） 約24.0万人
・本来の在留資格の活動を阻害しない範囲内（1週28時間以内等）で、相当と
認められる場合に報酬を受ける活動が許可。

③技能実習 約21.1万人
技能移転を通じた開発途上国への国際協力が目的。
平成22年7月1日施行の改正入管法により、技能実習生は入国１年目から雇用関係
のある「技能実習」の在留資格が付与されることになった（同日以後に資格変更をした
技能実習生も同様。）。

出入国管理及び難民認定法上、以下の形態での就労が可能。

※外国人雇用状況の届出状況（平成28年10月末現在）による。外国人雇用状況届出制度は、事業主が外国人の雇入れ・離職の際に、氏名、在留資格、在留期間等を
確認した上でハローワークへ届出を行うことを義務づける制度 （雇用対策法第２８条）。なお、「外交」「公用」及び「特別永住者」は対象外である。

「専門的・技術的分野」に該当する主な在留資格

在留資格 具体例

教授 大学教授等

高度専門職 ポイント制による高度人材

経営・管理 企業等の経営者・管理者

法律
・会計業務

弁護士、公認会計士等

医療 医師、歯科医師、看護師

研究 政府関係機関や私企業等の研究者

教育 中学校・高等学校等の語学教師等

技術
・人文知識
・国際業務

機械工学等の技術者、 通訳、デザイナー、
私企業の語学教師、マーケティング業務従
事者等

企業内転勤 外国の事業所からの転勤者

技能
外国料理の調理師、スポーツ指導者、航
空機の操縦者、貴金属等の加工職人等
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外国人労働者の受入れに係る最近の主な取組①

高度人材ポイント制の導入（平成２４年５月施行）
⇒経済成長等への貢献が期待される高度な能力を持つ外国人について，出入国管理上の優遇措置を実施してその

受入れを促進するため「高度人材ポイント制」を導入

法 務 省
Ministry of Justice

高度外国人材の受入れ高度外国人材の受入れ

国家戦略特区における農業支援外国人の受入れ（平成２９年９月施行）
⇒国家戦略特区において，農業支援事業実施区域の自治体及び関係府省（内閣府，法務省，厚労省，農水省）で

構成される協議会が適正な受入れの確保に関与する枠組みの下で，農業支援外国人受入企業との契約に基づき
農業支援活動を行う外国人の入国・在留を認める特例措置

国家戦略特区におけるクールジャパン・インバウンド外国専門人材の就労促進（平成２９年９月
施行）

⇒国家戦略特区において，「技術・人文知識・国際業務」「技能」の在留資格に該当するクールジャパン・イン
バウンド分野の活動を行う外国人について，地域固有の視点から現行の上陸許可基準の代替措置の検討を行っ
た上で，上陸許可基準を緩和して，その就労を促進

国家戦略特区における家事支援外国人の受入れ（平成２７年９月施行）
⇒国家戦略特区において，家事支援事業実施区域の自治体及び関係府省（内閣府，法務省，厚労省，経産省）で

構成される協議会が適正な受入れの確保に関与する枠組みの下で，家事支援外国人受入企業との契約に基づき
家事支援活動を行う外国人の入国・在留を認める特例措置

国家戦略特区による外国人材の受入れ国家戦略特区による外国人材の受入れ
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外国人労働者の受入れに係る最近の主な取組② 法 務 省
Ministry of Justice

総合特区における特定伝統料理海外普及事業外国人の受入れ（平成２５年１１月施行）
⇒地域活性化総合特区において，同特区内で考案され広く提供されている我が国の伝統的な料理（京料理）の調

理に係る業務に従事する活動を行う外国人の入国・在留を認める特例措置

総合特区による外国人材の受入れ総合特区による外国人材の受入れ

製造業における海外子会社等従業員の国内受入れ（平成２８年３月施行）
⇒製造業における海外子会社等従業員を国内に受け入れ，新製品開発等の専門技術を修得させ，当該技術を海外

拠点に移転すること等を可能とするため，経済産業大臣の認定を前提とした受入制度

建設及び造船分野における外国人材の受入れ （平成２７年４月施行）
⇒復興事業の加速化と東京オリンピック・パラリンピック競技大会関連の建設需要に対応するための建設分野，

及び建設分野と人材の流動性が高い造船分野における緊急かつ時限的な措置として，国土交通大臣が適正な
受入れの確保に関与する枠組みでの受入れ（2020年度まで）

介護に従事する外国人の受入れ（平成２９年９月施行）
⇒介護の業務に従事する外国人の受入れを図るため，介護福祉士の国家資格を有する者を対象とする新たな在留

資格を創設
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在留資格の創設による受入れ在留資格の創設による受入れ

その他の措置による受入れその他の措置による受入れ



制度概要

我が国に在留資格をもって中長期在留する外国人を対象として，その適正な在留の確保に資するため，法務大
臣が在留状況を継続的に把握するとともに，外国人には利便性の向上を図り，その結果，外国人との共生社会を
実現するための制度

制度創設の背景

制度の目的

旧
制
度

新
制
度

（制度改正）

【我が国の国際化の進展】
● 新規入国者の増加（Ｈ２年 ２９３万人 → Ｈ２２年 ７９２万人）
● 外国人の構成の多様化
● 不法残留者の存在（不法残留者の存在 Ｈ２３年１月 ８万人）

【旧制度における問題点】
● 外国人登録の情報について法務省に調査権がない
● 在留期間の途中における事情変更について法務省に届け出る義務がない
● 外登法上の申請義務違反が入管法上の処分と結びついていない
● 不法滞在者にも外登証が公布されている

外国人の居住状況が正確に把握されておらず，共生社会が実現できていない
(外登上の情報と実態が乖離)
● 外国人住民に対する各種行政サービスや支援施策を講ずることが困難
● 国民健康保険証の未回収，児童手当の過払い，不就学問題への対応困難
● 不法滞在者・不法就労者への対策が不十分

安定した生活基盤のない外国
人が転職・転居を繰り返す
ケースが増加

その結果・・・

在留期間
更新時等

偽装滞在者等への対応
共生社会の実現

法務大臣による外国人
の在留管理に必要な情
報を一元的，正確かつ

継続的に把握

在留期間
更新時等

今後は「線」の管理

在留管理制度の概要（平成24年7月9日施行）① 法 務 省
Ministry of Justice
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法 務 省
Ministry of Justice在留管理制度の概要（平成24年7月9日施行）②



法務省において，中長期在留者又は所属機関からの届出（雇用対策法に基づく雇用状況届出を含む。）によ
り，在留期間の途中でも，中長期在留者の在留状況を把握できることが可能となり，これらの情報分析等によっ
て偽装滞在者等をあぶり出し，在留資格取消手続等の対応を執ることが可能となった。

在留管理制度の実施状況

○ 法務省において，中長期在留者が市区町村に届け出た住居地情報を速やかに取得し，中長期在留者の
居住関係を継続的に把握できるようになった。

○ 市区町村においても，法務省から中長期在留者に係る在留情報など国民健康保険や年金，教育等の各
種行政サービスに必要な情報を速やかに取得できるようになり，これらの行政サービスの適切な運用と
外国人住民の利便性に寄与している。

法 務 省
Ministry of Justice

在留管理制度の導入に伴い，住民基本台帳法も改正され，外国人住民票が作成されるとともに，電気通信回線
を用いた法務省と市区町村との情報連携により，

平成25年10月29日 外国人集住都市会議
在留管理制度及び外国人住民に係る住民基本台帳制度の改正等に関する提言書（抄）

「この制度改正は，外国人住民との共生社会実現に向けた大きな一歩となるものであり，外国人住民の
居住実態の正確な把握が可能となることで，外国人住民に係る行政サービスの向上や行政事務の効率化
が図られているところである。」

市区町村との連携による情報取得の迅速化

所属機関等に関する届出による在留状況の把握
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在留外国人に関する要望・提言①

東京都 「国の施策及び予算に対する東京都の提案要求」（平成29年6月）（抜粋）

６ 外国人犯罪対策の推進
（１）不法就労対策の強化

法 務 省
Ministry of Justice

（１）不法就労などに係る偽装滞在者を発見，摘発するための入国審査，在留審査等を強化すること
（２）外国人雇用状況の届出が適正になされるよう，関係機関が連携して実効性のある対策を行うこと

（要求先 法務省，厚生労働省）【要求内容】

【現状・課題】

（１）偽装結婚，偽装留学，偽装就労など，偽変造文書や虚偽文書を悪用するなどして身分や活動目
的を偽って在留許可を受けた偽装滞在者による，不法就労の増加が懸念されている。

こうした偽装滞在者は，不法入国者及び不法残留者などの不法滞在者と同様に，公正な労働市
場を侵害し，偽装滞在に加担する雇用主やブローカーに不正な利益をもたらすばかりでなく，治
安の悪化につながることから，不法滞在者対策と併せて偽装滞在者対策の強化が必要である。

（２）偽装滞在者や不法滞在者の多くが不法就労を行っていると言われており，東京2020オリン
ピック・パラリンピック競技大会の開催を契機として，不法就労を目的とする外国人入国者の増
加も懸念される。こうした外国人を低廉な労働力として雇い入れ，不法就労を助長する悪質な雇
用主が存在することから，不法就労を防止し，適正な雇用を推進する必要がある。
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多文化共生推進協議会（※）「多文化共生社会の推進に関する提言」（平成29年8月）（抜粋）

１ 外国人全体を対象とする方針の策定等について
中長期的な視点に立った，外国人全般の受入方針を策定すること。また，既存の政策を検証し

た上で，日系定住外国人を含む全ての外国人が日本社会に適応して生活できるようにするための
施策に係る体系的・総合的な方針を策定すること。

（要求先 内閣官房，総務省，法務省，外務省）

【提言の背景】

これまで政府では，外国人材の活用として，高度外国人材の受入れ促進や，特区における家事支
援人材に対する在留資格の付与，外国人技能実習制度の見直し，介護分野における外国人材の受入
れなどに取り組んできた。

さらに，政府が平成２８年６月２日に策定した「『日本再興戦略』2016」において，留学生の
本邦企業への就職支援の強化や，高度ＩＴ人材などの高度外国人材を更に呼び込む入国・在留管理
制度の検討を行うとともに，経済・社会基盤の持続可能性を確保していくため，真に必要な分野に
着目しつつ，外国人材受入れの在り方について，総合的かつ具体的な検討を進めるとしている。

これらの施策により，今後は日系に限らず，日本国内に長期間にわたり居住する外国人が増加す
ることが見込まれる。

そのため，外国人材受入れ方針の策定にあたっては，全ての在住外国人が，日本人とともに地域
を担う一員となるために必要となるコミュニケーション支援，生活支援，地域社会への参加促進な
どに向けた施策について，地域社会に及ぼす影響に関しても十分な議論を経た上で，中長期的な視
点に立った体系的・総合的な方針とする必要がある。

（※ 群馬県，長野県，岐阜県，静岡県，愛知県，三重県，滋賀県，名古屋市で構成する協議会）

法 務 省
Ministry of Justice

在留外国人に関する要望・提言②
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３．求められる政策対応

日本経済団体連合会「外国人材受入促進に向けた基本的な考え方」（平成28年11月21日）(抜粋)

（４）多文化共生政策の推進

外国人住民を生活者として地域に受け入れる施策である多文化共生政策は，高度外国人材にとっ
て魅力的な就労環境，生活環境を整備する上でも重要である。現在，外国人住民が多く居住する都
市を中心に先進的な取り組みが行われているが，外国人の受け入れ拡大に備え，日本全体の問題と
して多文化共生に取り組むことが求められる。例えば，外国人子女の教育の充実や外国人向け医療
の充実，行政サービス・災害情報等の多言語対応などで全政府的な取り組みを推進することが必要
である。

特に，外国人に対する日本語教育や子女教育は社会統合に資するものであり，国の支援の一層の
拡充（インターナショナルスクールへの支援等）が求められる。また，地方でのハラル食への対応
推進をはじめ異なる文化・宗教への対応を推進すべきである。

全国市長会「決議・特別提言・重点提言・提言」（平成29年6月7日第87回全国市長会議決定）(抜粋)

少子高齢化や人口減少の進展に伴う労働力確保等の観点から，外国人労働力の活用を検討すること。
外国人住民が地域社会と共生できるよう，日本語，文化，ルール等を学習する制度を構築するとと

もに，都市自治体が実施している事業に対し，十分な財政措置を講じること。
また，外国人労働者を雇用する企業に対して，日本語や日本の生活習慣，納税制度等に関する周知

及び指導を行うよう必要な措置を講じること。

外国人施策の充実に関する提言

法 務 省
Ministry of Justice

在留外国人に関する要望・提言③
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今後，在留外国人の数が増加し，活動も更に多岐にわたっていくと仮定し，
① 在留外国人が我が国社会で円滑に在留するための環境を作る（利便性の向上，行政サービス

の提供等）
② 在留外国人が適法に在留していることを継続的に担保するしくみを作り，日本社会に安心・

安全感を醸成する
③ 上記①②によって，よりよい外国人との共生社会を実現する

そのための検討が必要ではないか
【参考】

① 身分・地位に基づく在留資格に係る在留外国人の増加（Ｐ３参照）
② 偽装滞在者等の悪質事案の発生

不法残留者等が在留カードを偽造して正規在留者を装い，雇用主を欺いて稼働している事案や，表面上正規在
留者ではあるが，偽装婚などによって身分・地位に基づく在留資格で在留する偽装滞在者が存在

在留外国人を取り巻く課題等
法 務 省

Ministry of Justice

今後の外国人受入れに関する対応
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在留資格手続の円滑化・迅速化等のための在留管理基盤の強化
外国人材の受入れを一層進めるに当たって、平成30年度からオンライン化を含めた新しい在留資格手

続を開始するべく、所要の準備を進めるなどし、在留資格審査の大幅な円滑化及び迅速化を実現する。
そのため、在留管理基盤の強化に向けて、行政手続簡素化の原則も踏まえ、各種識別番号の活用の在

り方など、外国人の就労状況を正確かつ迅速に把握するための方策を検討する。

未来投資戦略２０１７（平成２９年６月９日閣議決定）


